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　X（銀行，原告）は，平成 ６年 2 月1６日，A（債務者）と銀行取引約定を締結
し，翌月， 3億9000万を貸付けした。Y（産業基盤整備基金，保証人，被告）は，































































対して，平成 7年12月 7 日，200万円を貸付けた。右貸金には破産等の申立て
があった場合には当然に期限の利益を喪失するとの約款が付されていた。Bは，





















（本件貸付 1 ～本件貸付 4）。これらの貸付については，期限の利益喪失約定が
あった。
　Xは，当初の 2口の借受金（本件貸付 1・本件貸付 2）につき，平成10年途中
より分割弁済金の支払いを怠ったものの，残る 2口の借受金（本件貸付 3・本件
貸付 4）については，約定弁済を約 3年間続けていた。Yは，本件貸付 1と本






























































































































































































































































































































































































































































































































お わ り に
　これまで，銀行取引における期限の利益の喪失約款の客観化・明確化により
その有効性は高まるのか，という論点について検討を加えてきた。まず，銀行
取引約定書ひな型の廃止後は，各銀行の創意工夫により前記約款の客観化・明
確化が図られていることを検証した。
　前記約款の有効性は拡大されるのかという論点に関しては，前記約款の客観
化・明確化が図られても，債権者の行動がこれを軽微，僅少なものに形式的に
のみ適用するなど不適切な場合には，その有効性を高めるものではないこと，
また，前記約款の規定内容が民法規定を補完する合理性・必要性のある範囲を
超えたものである場合には，その有効性につき消極に解釈すべきことが明らか
にされた。
　今後は，銀行取引のみならず貸金業者との取引についても，同様な視角から
検討を加えることが必要であろう。銀行取引との間に差異がみられるのかどう
か，最近の傾向とともに興味のあるところである。倒産法と期限の利益喪失約
款の効力との関係についても，さらなる議論の深化が望まれるであろう。
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